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 出資比率要件 特定建設工事共同企業体の
すべての構成員が、均等割の10分の６以上の
出資比率であるものとする。
 代表者要件 特定建設工事共同企業体の代
表者は、構成員の中で最大の施工能力を有す
る者であって、その出資比率が構成員中最大
であるものとする。
 特定建設工事共同企業体の協定 特定建設
工事共同企業体の協定書は、「建設工事共同企
業体の事務取扱いについて」（昭和53年11月１
日付け建設省計振発第69号）の別添「建設工
事共同企業体の事務取扱いについて（回答）」
（昭和53年11月１日付け建設省茨計振第771
号）の別紙に示された「特定建設工事共同企
業体協定書（甲）」を準用するものとする。

８ 一般競争参加資格の認定を受けていない者を
構成員に含む特定建設工事共同企業体の取扱い
上記７の認定（上記７の再認定を含
む。以下同じ。）を受けていない者を構成員に含
む特定建設工事共同企業体も上記５及び上記６
により申請をすることができる。この場合にお
いて、特定建設工事共同企業体としての資格が
認定されるためには、上記７の認定を受け
ていない構成員が上記７の認定を受けるこ
とが必要である。また、この場合において、本
工事に係る開札の時までに特定建設工事共同企
業体としての資格の審査が終了しない場合は、
競争に参加できないことがある。
９ 資格審査結果の通知
「一般競争参加資格認定通知書」により通知
する。
10 資格の有効期間
特定建設工事共同企業体としての資格の認定
の日から当該工事の完成する日までとする。た
だし、当該工事に係る契約の相手方以外の者に
あっては、当該工事に係る契約が締結される日
までとする。
11 その他
 特定建設工事共同企業体の名称は、「倉敷立
体高梁川大橋鋼上部工事〇〇・〇〇特定建設
工事共同企業体」とする。
 当該工事に係る競争に特定建設工事共同企
業体として参加するためには、開札の時にお
いて、特定建設工事共同企業体としての資格
の認定を受け、かつ、当該工事の「入札公告
（建設工事）」に示すところにより競争参加資
格の確認を受けていなければならない。

資料提供招請に関する公表

次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
平成 29 年５月 29 日

国立大学法人宮崎大学
契約担当役 理事 増田 宏明

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 45
〇第３号
１ 調達内容
 品目分類番号 22、31
 導入計画物品及び数量 輸液ポンプ 一式
 調達方法 借入
 導入予定時期 平成29年度12月以降
 調達に必要とされる基本的な要求要件
Ａ 厚生労働省医薬局長通知（医薬発第
0318001号）「輸液ポンプ等に関する医療事
故防止対策について」に適合していること。
Ｂ 容積制御方式であること。
Ｃ 送液方式は流量の安定性に配慮した送液
方式を備える事。
Ｄ ポンプはフリーフロー防止機構を備える
事。
Ｅ フリーフロー防止機構はチューブを取り
外した際のフリーフローを防止するため、
セットベースのフリーフロー防止機構であ
ること。
Ｆ 輸血にも対応可能な機能を有しているポ
ンプであること。

２ 資料及びコメントの提供方法 上記１の物
品に関する一般的な参考資料及び同の要求要
件等に関するコメント並びに提供可能なライブ
ラリーに関する資料等の提供を招請する。
 資料等の提供期限 平成29年７月14日17時
00分（郵送の場合は必着のこと。）
 提供先 〒8892192 宮崎市学園木花台西
一丁目１番地 国立大学法人宮崎大学財務部
経理調達課政府調達係 木下 義章 電話
0985587574

３ 説明書の交付 本公表に基づき応募する供給
者に対して導入説明書を交付する。
 交付期間 平成29年５月29日から平成29年
７月14日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
４ 説明会の開催 本公表に基づく導入説明会を
開催する。
 開催日時 平成29年６月６日11時00分
 開催場所 宮崎大学木花キャンパス事務局
４階会議室

５ その他 この導入計画の詳細は導入説明書に
よる。なお、本公表内容は予定であり、変更す
ることがあり得る。

意見招請に関する公示
次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
平成 29 年５月 29 日

内閣府大臣官房会計担当参事官
横内 憲二

◎調達機関番号 007 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 54
 借上等特定役務及び数量
平成29年度「世界青年の船」事業実施に伴
う旅客船の定期傭船及び運航委託 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 平成29年６月19日17時
（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1008914 東京都千代田区永田
町１６１ 内閣府大臣官房会計課契約第
二係 岡田 丈秀 電話0352532111 内
線82355

３ 仕様書案の交付
 交付期間 平成29年５月29日から平成29年
６月19日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
４ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 54

 Nature and quantity of the services to be

required : Time charter and vessels opera‑

tion management of a passenger vessel in

executing the Ship for World Youth Pro‑

gram FY 2017 1 unit

 Time‑Limit for the submission of com‑

ments : 5 : 00 pm on 19 June 2017

 Contact point for the notice : Takehide

Okada, Second Contract Section, Accounts

Division, Ministers Secretariat, Cabinet Of‑

fice, 161 Nagata‑cho, Chiyoda‑ku,

Tokyo 1008914, Japan. TEL 035253
2111 ext. 82355

６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 22, 31

 Nature and quantity of the products to be

rent : Infusion pump 1 Set

 Type of the procurement : Rent

 Basic requirements of the procurement :

Ａ The infusion pump should be in compli‑

ed with the notification ; Concerning

Measures to Prevent Medical Accidents

Concerning Infusion Pumps. by Director‑

General of the Pharmaceutical Affairs

Bureau of the Ministry of Health,

Labor and Welfare (Pharmaceutical

No.0318001)

Ｂ The infusion pump should be volumetr‑

ic controlled infusion pump.

Ｃ The infusion pump should have a mec‑

hanism in order to takes into account

flow rate stability and accuracy.

Ｄ The infusion pump should have free

flow prevention mechanism. (Anti‑free

flow mechanism)

Ｅ The free flow prevention mechanism in

order to prevent free flow event when re‑

moving the tube from a infusion pump,

the infusion pump should be installed set‑

based anti‑free flow mechanism.

Ｆ The infusion pump should also have

mechanical function for transfusion use.

 Time limit for the submission of the re‑

quested material : 17 : 00 14 July, 2017

 Contact point for the notice : Yoshifumi

Kinoshita, Accounting ＆ Contract Divi‑

sion, Finance Department, National Uni‑

versity Corporation University of Miya‑

zaki, 11 Gakuen Kibana‑dai Nishi Miya‑
zaki‑shi 8892192 Japan, TEL 098558
7574
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